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（注）特許庁の調査によると、メタンハイドレートからメタンを取り出す「天然メタンハイドレート技術」に関して、日・米・欧・中・韓の5地域における特許出願件数の
うち、わが国企業などの出願件数が1991～2005年の累計で46.1％を占めている。

メタンハイドレート（Methane Hydrate）
エネルギー価格の高騰に加え、世界的なエネルギー需要の拡大に伴ってエネルギー資源の不足も懸

念されるなか、わが国では「メタンハイドレート（Methane Hydrate）」への注目度が高まっています。メ

タンハイドレートとは、天然ガスの主成分であるメタンの分子が低温・高圧の条件下で水の分子に取り

込まれた氷状の物質のことで、世界では水深数百ｍ以上の海域などに多く存在すると言われ、その資源

量については様々な試算があるものの、いずれも天然ガスの埋蔵量と同等以上と推定されています。

わが国近海でも、メタンハイドレートは海底に7.35兆㎥（国内天然ガス消費量の約100年分）が埋

蔵されているとの試算があることから、政府はメタンハイドレートを次世代のエネルギー資源と位

置づけており、2001年7月に発表した『我が国におけるメタンハイドレート開発計画』に基づき、官

民共同の研究開発が進行しています（図表）。既に「フェーズⅠ」と呼ばれる段階はほぼ終了し、この

間、カナダの陸上でメタンハイドレートを分解してメタンを取り出す試験に成功したほか、静岡県か

ら和歌山県沖の海底調査で、約1.1兆㎥に上るメタンハイドレートの埋蔵が確認されました。

わが国でメタンハイドレートを開発するメリットとしては、①エネルギー資源の多くを輸入に頼

るわが国のエネルギー自給率引き上げに繋がることや、②メタンハイドレートの分解によって得ら

れるメタンは燃焼時に窒素酸化物などの排出が少なく、クリーンなエネルギーであること、などが

挙げられます。その一方、次のような課題も指摘されています。例えば、①メタンハイドレートは水深

1,000ｍ付近の深海に存在するうえ、原油などと違って掘削しただけでは自噴せず、メタンの効率的

回収には技術的困難さを伴うほか、②メタン自体は二酸化炭素の20倍以上の温室効果があり、採掘

方法によっては、漏れ出たメタンが環境に負の影響を与えることなども懸念されています。

こうしたなか、2008年3月、わが国近海の計画的利用などを目的に政府が打ち出した『海洋基本計

画』でも、メタンハイドレートは、開発のために国家資源を集中投入し、10年後の商業化を目指すことが

明記されました。メタンハイドレート開発に関するわが国の技術は世界最先端と言われており（注）、

2009年度からの開発計画「フェーズⅡ」では、高効率・低コストで環境負荷の少ない採掘・産出技術

の確立などを通じ、商業生産の実現可能性が高まることが期待されます。 渡辺 洋介
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図 表 政府の「我が国におけるメタンハイドレート開発計画」における開発スケジュール
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片岡 篤志

わが国の企業規模別にみた売上高経常利益率の推移

中堅・中小企業の収益力が低迷しています。すなわち、大企業の売上高経常利益率がバブル期
の水準を上回る一方、中堅・中小企業はその水準を下回っています。この背景に、大企業は、売
上の増加と人件費の削減により収益力が高まったほか、海外への直接投資等により営業外収
益も増えた一方、中堅・中小企業は、内需の低迷から売上が伸び悩んだうえに、人件費の削減
も進まなかったことを指摘出来ます。今後も、景気後退色の強まりや原材料価格の高止まり等
を背景に、中堅・中小企業の収益環境は厳しさを増すとみられます。

財務省「法人企業統計調査」
大企業：資本金10億円以上、中堅企業：資本金１億円以上10億円未満、中小企業：資本金1,000万円以上１億円未満。
後方４四半期移動平均。
シャドー部分は景気後退期（内閣府判定）。

（資料）
（注１）
（注２）
（注３）
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渡辺 洋介

三重県の景気動向（三重銀経営者クラブ「経営者アンケート」より）

D.I.とは、ディフュージョン・インデックスの略で、景気が「非常に良い」「少し良い」と答えた企業の割合から「非常に悪い」「少し悪
い」と答えた企業の割合を引いたもの。一般にD.I.がプラスの時は景気が良い状態を、マイナスの時は悪い状態を示す。

（ 注 ）
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経済産業省資源エネルギー庁資料、メタンハイドレート資源開発研究コンソーシアムHPなどを基に三重銀総研作成（資料）

資源量評価/
産出試験

生産手法開発

環境影響評価

フェーズⅠ
〈2001～08年度〉

フェーズⅡ
〈2009～11年度〉

フェーズⅢ
〈2012～16年度〉

●日本周辺のメタンハイドレート
賦存量算出

●産出試験候補海域の選定

●基礎物性・分解特性の把握
●陸上産出試験による生産手法の開発

●地盤変形検知技術等、環境影響評価
の技術開発

●メタンハイドレート賦存有望海域
での海洋産出試験の実施

●海洋生産手法の有効性評価、確立
●生産シミュレータの完成

●商業的産出のための技術の整備
●経済性等の評価

●環境影響評価、海洋環境モニタリン
グ技術の確立

三重県内において、経営者の景況感は一段と悪化しています。県内の経営者を対象としたアン
ケート調査によると、2008年9月期の景気判断のD.I.値は▲57.6と、前期に比べ29.2ポイン
ト低下し、マイナス幅が拡大しました。さらに、翌2009年3月期までの見通しをみても、D.I.値
は▲52.6と、マイナス幅が現状とほぼ同水準で推移することが見込まれており、経営者の間で
は、景気の先行きについて厳しい見方が多数を占める状況が続くと見込まれます。
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